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第 １ 章 伊 勢 市 デ ジ タ ル 行 政 推 進 ビ ジ ョ ン

1. 伊勢市デジタル行政推進ビジョン

2. 本ビジョンの位置づけ

3. 本ビジョンの計画期間

4. アクションプラン編とは

5. 成果指標

第 2 章 基 本 方 針 に 基 づ く デ ジ タ ル 推 進 施 策

Ⅰ デジタル技術を活用した、人に優しいサービスの提供

1. 来庁を不要とする行政手続き 新たなプラットフォームを活用した手続き

2. マイナンバーカードの普及・活用

3. SNSを活用した相談窓口、情報発信

4. 利用者に優しいUIの設計

Ⅱ 利用者が身近に感じられるデジタル環境の整備

1. 市民のデジタルリテラシーの向上

2. オープンデータの充実

3. 行政におけるキャッシュレス決済導入

4. デジタルを活用したシティプロモーション

5. Wi-Fi環境の整備

Ⅲ 高い利便性と信頼性を両立した信頼される行政運営

1. 情報システムの標準化・共通化

2. 職員のデジタルリテラシーの向上、意識改革

3. AI・RPAを活用した安定的な行政運営

4. テレワークの活用、バックオフィスのデジタル化（テレワークの実施）

5. テレワークの活用、バックオフィスのデジタル化（電子決裁の推進）

6. セキュリティ対策の徹底

付録 用語説明

目 次
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第 １ 章 伊勢市デジタル行政推進ビジョン

1 伊 勢 市 デ ジ タ ル 行 政 推 進 ビ ジ ョ ン

デ ジ タ ル 技 術 の 急 速 な 進 歩 や 、 多 様 ・ 大 量 な デ ー タ 流 通 の 進 展 に 伴 い 、 国

は 誰 も が デ ジ タ ル に よ る 恩 恵 を 受 け ら れ る 社 会 の 形 成 を 推 進 し て い ま す 。

本 市 で は 、 令 和 ３ 年 1 0 月 １ １ 日 に 「 伊 勢 市 デ ジ タ ル 行 政 推 進 ビ ジ ョ ン 」 （ 以

下 、 「 本 ビ ジ ョ ン 」 と い う 。 ） を 策 定 し 、 行 政 サ ー ビ ス の オ ン ラ イ ン 化 ・ デ ジ タ

ル 環 境 の 整 備 等 を 推 進 し な が ら 、 デ ジ タ ル 技 術 や デ ー タ を 活 用 し た 安 心 ・ 安

全 を 感 じ ら れ る 行 政 運 営 の 実 現 を 目 指 し て い ま す 。

2 本 ビ ジ ョ ン の 位 置 づ け

本 ビ ジ ョ ン は 、 第 3 次 伊 勢 市 総 合 計 画 の 分 野 別 計 画 に 位 置 づ け ら れ 、 官 民

デ ー タ 活 用 推 進 基 本 法 第 ９ 条 第 ３ 項 に 基 づ き 、 「 市 町 村 官 民 デ ー タ 活 用 推 進

計 画 」 と し て も 位 置 づ け ま す 。 ま た 、 国 が 定 め る 「 自 治 体 D X 推 進 計 画 」 に 示

さ れ る 重 点 取 組 事 項 等 に 対 す る 市 の 基 本 方 針 等 を 定 め る も の で す 。

3 本 ビ ジ ョ ン の 計 画 期 間

令 和 ３ 年 １ ０ 月 １ １ 日 ～ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

令 和 ３ 年 １ ０ 月 １ １ 日 （ デ ジ タ ル の 日 ） か ら 自 治 体 D X 推 進 計 画 の 終 期 に 合

わ せ 、 令 和 ８ 年 ３ 月 ま で と し ま す が 、 国 や 県 の 動 向 お よ び デ ジ タ ル 技 術 環 境

の 変 化 に 即 し た ビ ジ ョ ン と し て 推 進 を 図 る た め 、 適 宜 見 直 し を 行 い ま す 。

み え デ ジ タ ル 戦 略 推 進 計 画
（ 都 道 府 県 官 民 デ ー タ 活 用 推 進 計 画 ）

デ ジ タ ル 社 会 の 実 現 に 向 け た 重 点 計 画
（ 官 民 デ ー タ 活 用 推 進 基 本 計 画 ）

自 治 体 D X 推 進 計 画

伊 勢 市 デ ジ タ ル 行 政 推 進 ビ ジ ョ ン

～ 利 用 者 目 線 で つ く る デ ジ タ ル 行 政 ～

市 民 に 優 し く 、 暮 ら し を 便 利 に
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第 １ 章 伊勢市デジタル行政推進ビジョン

4 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 編 と は

本 ビ ジ ョ ン を 確 実 か つ 効 率 的 に 実 行 し て い く た め に 、 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 編

を 策 定 し ま し た 。

ア ク シ ョ ン プ ラ ン 編 で は 、 本 ビ ジ ョ ン に て 設 定 し た 基 本 方 針 を 基 に 、 令 和

４ 年 度 以 降 に 実 施 す る 具 体 的 な 施 策 、 ス ケ ジ ュ ー ル 、 成 果 指 標 な ど を 示 し た

も の に な っ て い ま す 。

5 成 果 指 標

ア ク シ ョ ン プ ラ ン で 示 す 具 体 的 な 施 策 に つ い て は 、 進 捗 状 況 の 確 認 や 評 価

を 適 切 に 行 う た め に 目 指 す べ き 成 果 指 標 を 設 定 し ま す 。 成 果 指 標 は 、 以 下

の ２ つ か ら 構 成 さ れ ま す 。

(1) 数値目標（KGI：Key Goals Indicator）

数値目標（KGI）とは、各施策における最終的な到達目標を示すもので、計画期間
全体における各施策の達成度を測る指標となります。

（２） 実施評価指標（KPI：Key Performance Indicator）

実施評価指標（KPI）とは、数値目標（KGI）の達成に向けての計画期間の途中段階
における達成状況を定点観測する指標となります。

実 施 評 価 指 標 （ K P I ） の 到 達 度 合 い を 毎 年 度 評 価 す る こ と で 進 捗 状 況 を

確 認 し ま す 。 ま た 、 D X * 1 に 関 す る 国 の 動 向 、 社 会 情 勢 、 本 市 の デ ジ タ ル 化 の

進 捗 状 況 を 踏 ま え て 毎 年 度 効 果 を 検 証 し な が ら 、 適 宜 成 果 指 標 の 見 直 し を

行 い ま す 。
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本 市 に お け る デ ジ タ ル 推 進 の 基 本 理 念 で あ る 『 ～ 利 用 者 目 線 で つ く る デ

ジ タ ル 行 政 ～ 市 民 に 優 し く 、 暮 ら し を 便 利 に 』 を 実 現 す る た め の 基 本 方 針 と

各 施 策 の 関 係 は 次 の と お り で す 。

1 来庁を不要とする行政手続き
新たなプラットフォームを活用した手続き

2 マイナンバーカードの普及・活用

3 SNS*2を活用した相談窓口、情報発信

4 利用者に優しいUI*３の設計

1 市民のデジタルリテラシー*4の向上

２ オープンデータ*５の充実

3 行政におけるキャッシュレス*6決済導入

4 デジタルを活用したシティプロモーション*7

5 Wi-Fi環境の整備

１ 情報システムの標準化・共通化

２ 職員のデジタルリテラシーの向上、意識改革

３ AI*8・RPA*9を活用した安定的な行政運営

4 テレワーク*10の活用、バックオフィス*11のデジタル化
（テレワークの実施）

5 テレワークの活用、バックオフィスのデジタル化
（電子決裁の推進）

6 セキュリティ対策の徹底

第 ２ 章 基本方針に基づくデジタル推進施策

Ⅰ
デジタル技術を活用した、

人に優しい
サービスの提供

Ⅱ
利用者が

身近に感じられる
デジタル環境の整備

Ⅲ
高い利便性と

信頼性を両立した
信頼される行政運営

基本方針 施策
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施 策 1 来 庁 を 不 要 と す る 行 政 手 続 き

新 た な プ ラ ッ ト フ ォ ー ム を 活 用 し た 手 続 き

手続きのオンライン化に関するノウハウを各部署へ共有する等、手
続きの簡素化や業務の効率化を見直す機会を提供します。
対象手続きを随時見直しながら、オンライン化手続きを拡充します。

スマートフォンやパソコン等を利用して、時間や場所を問わずにオン
ラインで行える手続きを充実させることで、関係者の利便性向上、
手続きの簡素化及び業務の効率化を目指します。

実施評価指標
（KPI）

オンライン化した
手続き数《累計》

デジタル政策課

フォーム作成や手続きの見直しのポイント、オンライン化を通じた業
務効率化のノウハウが蓄積することで、手続きのオンライン化の拡
大につながる。
オンライン化した手続きが充実することで、多様なニーズに対応し
た行政サービスを提供できるようになり、利用者の利便性が向上す
る。

オンライン化した手続き数 : １００件《累計》
（参考：令和４年2月１日時点 30件）

50件 70件 90件 100件

オンライン化の拡大

対象手続きの見直し

研修会の開催

Ⅰ デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 、 人 に 優 し い サ ー ビ ス の 提 供

令和4年度スケジュール

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標
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普及活動を実施するとともに、交付体制を強化します。
マイナンバーカードの活用事例等について調査し、関係部署と調整
しながら市独自のサービス拡充に取り組みます。

マイナンバーカードの普及を促進するとともに、国が進める施策と
連動して、市独自の活用策についても検討し、全ての市民が高品質
な行政サービスを受けられる社会を目指します。

マイナンバーカード
交付率（％）

マイナンバーカード
を活用した市独自の
サービス件数《累計》

戸籍住民課、デジタル政策課

マイナンバーカードの普及を推進することで、マイナンバーカードを
活用した高品質な行政サービスを受けられるようになる。
マイナンバーカードを活用したサービスの拡充に取り組むことで、
市民の利便性が向上する。

マイナンバーカード交付率 : 90％
（参考：令和４年1月３１日時点 39.44％）
マイナンバーカードを活用した市独自のサービス件数 : 2件《累計》

60%

ー

70% 80%

１件

90%

２件

サービス拡充

調査・検討

普及促進

施 策 2 マ イ ナ ン バ ー カ ー ド の 普 及 ・ 活 用

ー

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

成
果
・指
標

施
策

Ⅰ デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 、 人 に 優 し い サ ー ビ ス の 提 供
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施 策 3 S N S を 活 用 し た 相 談 窓 口 、 情 報 発 信

SNSを活用して、利用者が相談しやすい体制の充実を図ります。
利用者にとって有益で伝わりやすい情報を提供します。
チャットボット* 1 2 の拡大等、各種SNS機能の充実に取り組みます。

SNSを介したコミュニケーションを積極的に行い、利用者と行政の
心理的距離の縮小を図ることで、身近に感じられる行政を目指しま
す。

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

伊勢市相談用LINE
公式アカウント登録
者数《累計》

伊勢市SNS登録
者（フォロワー）数
《累計》

福祉生活相談センター、広報広聴課

SNSの活用により相談受付体制が充実し、受付窓口となるSNSの
登録者数が増加することで、利用者の相談利便性が向上し、市民の
福祉が増進する。
有益な情報発信を推し進めることで、伊勢市SNS登録者数が増加
し、利用者にとって行政を身近に感じてもらえるとともに、市政へ
の関心と理解が向上する。

伊勢市相談用LINE公式アカウント登録者数※１ ： 1,300名《累計》
（参考：令和４年1月３１日時点 575名）
伊勢市SNS登録者（フォロワー）数 ※２ ： ３２，０００名《累計》
（参考：令和４年1月３１日時点 19,084名）

760名

22,000名

940名

2５,000名

1,120名

２８,000名

1,300名

3２,000名

各種機能の充実

情報発信

ルール整備

※１ こども家庭相談センター、高齢・介護相談、障がい相談、高齢・障がい福祉課、健康課、その他福祉相談

※２ 伊勢市LINE公式アカウント、伊勢市役所YouTubeチャンネル、広報いせFacebook・Twitter

成
果
・指
標

施
策

Ⅰ デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 、 人 に 優 し い サ ー ビ ス の 提 供
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施 策 4 利 用 者 に 優 し い U I の 設 計

伊勢市のホームページにオンライン申請等のマニュアルを掲載し、
各種申請をサポートします。
アンケートを実施し、各コンテンツの改善に努めます。

デジタル機器に不慣れな方や苦手な方でも容易に扱えるよう、手続
きのオンライン化に伴う申請ツールの使用方法等について、利用者
の意見を取り入れながら誰もが使いやすいと感じるUIの設計を目
指します。

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

オンライン申請
ツールの利用満足
度（％）

デジタル政策課

利用者にとって分かりやすいUIの設計を心がけることで、利用者
満足度が向上し、オンライン申請件数が増加する。
オンライン申請件数が増加することで、職員の事務処理時間が削減
され、業務の負担が軽減される。

オンライン申請ツールの利用満足度 ： 100％

80% 85% 90% 100%

コンテンツの改善

アンケートの実施・
集計

マニュアルの
掲載・整備

施
策

成
果
・指
標

Ⅰ デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 、 人 に 優 し い サ ー ビ ス の 提 供
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デジタル機器に不慣れな方を対象とした、市民向けスマートフォン
講習会を毎年度開催するとともに、参加者の増加を図ります。
講習会参加者には、事後アンケートを行い、習熟度の向上を目指し
た講習会を開催します。

デジタル機器に不慣れな方に対して、デジタルに関する知識・技術
を習得するための機会を提供し、市民のデジタルリテラシーの向上
を図ります。

スマートフォン
講習会における習
熟度（%）

デジタル政策課

デジタルデバイド*13が解消し、デジタル技術を扱える市民が増加す
ることで、デジタル技術を活用した利便性の高いサービスによる恩
恵を、市民が受けることができるようになる。

スマートフォン講習会における習熟度 : 90%

87％ 88％ 89％ 90％

講習会の開催

Ⅱ 利 用 者 が 身 近 に 感 じ ら れ る デ ジ タ ル 環 境 の 整 備

施 策 1 市 民 の デ ジ タ ル リ テ ラ シ ー の 向 上

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

成
果
・指
標

施
策

アンケートの実施・
集計

講習内容の見直し
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市が保有するデータの公開に関するルールを作成し、積極的にデー
タを公開することで、利用者が安心・便利にデータを利用できる環
境を整えます。
必要なデータについてのニーズ調査を行うことにより、利用者側の
ニーズに合ったデータの提供を推進します。

市が保有するデータを積極的に公開することで、様々な主体に活用
機会を提供し、地域課題の解決や新たな価値・文化の創造を図りま
す。

オープンデータの
アクセス数（件/年）

デジタル政策課

利用者側のニーズに合ったデータを提供し、データ利活用の機会を
促進することで、自発的な地域課題の解決や地域の活性化が推し
進められる。

オープンデータのアクセス数* 1 4  :  ２４，０００件
（参考：令和４年1月３１日時点 12,050件）

16,500件 19,000件 21,500件 24,000件

データ公開

ニーズ調査

ルール整備

施 策 ２ オ ー プ ン デ ー タ の 充 実

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

Ⅱ 利 用 者 が 身 近 に 感 じ ら れ る デ ジ タ ル 環 境 の 整 備
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市民の利便性に寄与する市の窓口・施設にキャッシュレス決済を導
入します。

キャッシュレス決済の導入を推進することで、多様化しているニー
ズに対応していくとともに、感染症対策に係る非接触の環境実現を
目指します。
また、地域におけるキャッシュレス決済導入を推奨し、市が率先して
キャッシュレス決済の導入を目指します。

デジタル政策課

決済方法の多様化が実現することで、利用者にとって利便性の高
い行政サービスが実現する。
非接触の環境が整備されることで、感染症対策に貢献する。

市の窓口・施設におけるキャッシュレス決済の導入数 : 令和4年度
に決定
（参考：令和4年1月31日時点 9箇所）

対象窓口・施設
の決定

効果検証

導入

対象窓口・施設の
検討

施 策 3 行 政 に お け る キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 導 入

市の窓口・施設にお
けるキャッシュレス
決済の導入数《累計》

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

※ 令和5年度以降の数値目標については、令和4年度の検討結果を踏まえて再設定する

ー※ ー※ー※

Ⅱ 利 用 者 が 身 近 に 感 じ ら れ る デ ジ タ ル 環 境 の 整 備
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県が構築する「三重県観光マーケティングプラットフォーム」などで
収集した観光客データに基づき、必要な人に必要な情報が届けられ
るよう、ターゲットを絞った情報発信をします。
内宮周辺エリアを訪れる予定の観光客に対し、他の観光エリアにも
訪れたいと思ってもらえるような情報を提供します。

デジタルを活用したシティプロモーションにより、必要な人に必要な
情報を届けることで、観光分野の更なる発展を図ります。
内宮周辺エリアに集中している観光客を各地域へ分散させることで、
観光客の満足度向上と地域全体の活性化を目指します。

観光地平均立ち寄
り箇所数（日帰り）
（地点）※

伊勢市観光協会ホー
ムページのセッショ
ン数（件/年）※

観光誘客課、観光振興課

伊勢に関心がある人など、伊勢の情報を必要とする人に対し、必要
な情報が届く形での情報発信を行うことで、効率的に関係人口（観
光客数）が増加する。
内宮周辺エリアに集中している観光客が他の観光エリアへ分散する
ことにより、密集が回避され満足度が向上するとともに滞在時間の
延伸により観光消費額が増加し、地域全体の活性化にも寄与する。

伊勢市観光協会ホームページのセッション数* 1 5  :  550,000件
（参考：令和３年１２月３１日時点 399,941件）
観光地平均立ち寄り箇所数（日帰り） ： 3.00地点
（参考：令和３年１２月３１日時点 2.85地点）

２．8９地点

400,000件

２．８９地点

４5０，０００件

２．９９地点

500,000件

３．００地点

550,000件

市内周遊促進情報
の提供

ターゲットを絞った
情報発信

観光客の実態調査

施 策 4 デ ジ タ ル を 活 用 し た シ テ ィ プ ロ モ ー シ ョ ン

※ 暦年（１月１日～１２月３１日）での目標

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

成
果
・指
標

施
策

Ⅱ 利 用 者 が 身 近 に 感 じ ら れ る デ ジ タ ル 環 境 の 整 備
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整備をすべき施設や利用者ニーズを把握するため、調査を実施しま
す。
調査結果を基に整備の必要性を検討し、対象施設・整備内容を精査
すると同時に、国の補助事業の活用も考慮しながら、通信環境を整
備します。

適切な通信環境整備を進めることで、公共施設利用者の利便性の
向上や、災害時等における通信手段の確保を図ります。

避難生活施設にお
けるWi-Fi導入率
（%)

危機管理課、デジタル政策課

市民が多く利用する施設の会議室等に、オンライン上での会議や研
修が実施できる環境を整備することで、施設利用者が情報収集等
を容易に行えるようにする。
大規模災害時のバックアップ* 1 6 通信手段としての選択肢が増える。

利便性向上に資する施設へのWi-Fi導入数 : 令和4年度に決定
避難生活施設におけるWi-Fi導入率 : 100％
（対象施設：４７施設）

27％ 63％ 87％ 100％

環境整備
（避難生活施設）

対象施設の検討

施 策 5 W i - F i 環 境 の 整 備

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

成
果
・指
標

施
策

利便性向上に資す
る施設へのWi-Fi
導入数《累計》

対象施設
の決定

環境整備（公共施
設利用）・効果検証

※ 令和5年度以降の数値目標については、令和4年度の検討結果を踏まえて再設定する

ー※ ー※ー※

Ⅱ 利 用 者 が 身 近 に 感 じ ら れ る デ ジ タ ル 環 境 の 整 備
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国が進めている住民記録、税、福祉等20業務に関する自治体情報
システムの標準化・共通化に対応したシステムに移行し、運用・保守
などのシステム関連コストの削減を図ります。

情報システムについて、クラウド化*17などの共用化を促進すること
で、運用経費削減、セキュリティ水準の向上、災害時における業務継
続性の確保に取り組みます。

デジタル政策課

指定の20業務に関して、自治体情報システムの標準化・共通化に対
応したシステムへの移行を国が定める期限である令和７年度末まで
に完了し、運用・保守などのシステム関連コストの削減を図る。

指定業務に関するシステム移行完了

ー ー ー 移行完了

移行作業

庁内体制整備

移行計画作成

国・ベンダー等の
情報収集

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営

施 策 １ 情 報 シ ス テ ム の 標 準 化 ・ 共 通 化

情報システムの標
準化・共通化への
移行

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標
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デジタル技術等を活用した業務の見直しが行えるよう、庁内研修を
毎年度開催します。
外部研修の受講を促進し、職員のデジタルリテラシーの底上げを図
ります。

これからの職員には、デジタル技術を活用して、市民サービスや業
務における課題を解決していく能力が求められることから、職員の
デジタルリテラシーの向上に取り組んでいきます。

庁内研修の実施回
数（回/年）

外部研修受講率
（％）《累計》

デジタル政策課

職員のデジタルリテラシーが向上することで、業務の在り方を見直
す機会を創出できる。
業務の在り方を見直し、新たなデジタル技術等を活用できる環境を
整備することで、業務が効率化され、市民サービスが向上する。

庁内研修の実施回数 : 12回《累計》
対象職種（事務職・技術職・保健師・消防吏員※）における外部研修
受講率 : １００％《累計》
（参考：R3.4.1時点の対象者数 709名）

3回

40％

3回

60％

3回

80％

3回

１００％

外部研修への参加
促進

研修の実施

施 策 ２ 職 員 の デ ジ タ ル リ テ ラ シ ー の 向 上 、 意 識 改 革

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

成
果
・指
標

施
策

※ 一部職員を除く

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営
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デジタル技術の導入について検討・調査し、業務効率化及び職員負
担軽減に繋がるものであれば、積極的に導入を進めます。
また、職員同士の交流会を開催し、スキル・ノウハウ共有を行うこと
により、庁内でのデジタル技術の活用を拡大します。

これまで職員が行ってきた事務にデジタル技術を活用することで、
職員負担軽減を図るとともに、効率的で安定的な行政運営を確立
します。

デジタル技術を活用
した新たな業務削減
時間（時間/年）

デジタル政策課

デジタル技術の活用により、業務時間削減及び職員負担が軽減さ
れる。
削減した時間を他業務へ振り分けることで、全体の業務が効率化
され、市民サービスが向上する。

デジタル技術を活用した新たな業務時間削減※ ： 400時間《累計》

100時間 100時間 100時間 100時間

交流会の実施

新技術の調査・検討

運用・検証

施 策 ３ A I ・ R P A を 活 用 し た 安 定 的 な 行 政 運 営

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

※ 過年度の削減時間を含めず、当該年度に新たに業務削減した時間

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営
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テレワーク環境（ペーパーレス化・電子決裁・機器の整備など）に伴
う実施可能業務の拡大を踏まえつつ対象業務の見直しを適宜行い
ながら、テレワーク実施率の増加に取り組みます。

BCP* 1 8 の観点から、災害や感染症拡大等により市役所機能が低
下した場合においても、柔軟で継続性の高い行政運営体制を整備
します。また、職員の環境に寄り添い、働き方の多様化を目指します。

対象職種における
テレワーク実施率
（%/年)※2

職員課

職員が毎年度テレワークを経験することで、急な行政運営の変更に
対応できるような体制が整備される。

対象職種（事務職・技術職・保健師の正規職員※1）におけるテレワー
ク実施率 : 100%
（参考：R3.4.1時点の対象者数 ６４３名）

55％ 70% 85% 100%

環境整備

検証

運用

業務の洗い出し

※1 一部職員を除く

※2 各年4/1時点の職員数で比較

施 策 4 テ レ ワ ー ク の 活 用 、 バ ッ ク オ フ ィ ス の デ ジ タ ル 化

（ テ レ ワ ー ク の 実 施 ）

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営
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電子決裁に関する方針を作成し、その方針に基づき、電子決裁を遂
行します。

電子決裁を推進し、公文書の電子化を進めることで、意思決定の迅
速化を図り、業務の効率化を目指します。

総務課

意思決定が迅速になり、業務が効率化されることで、市民対応のス
ピードが向上する。
決裁文書の電子化により、情報へのアクセスの迅速化に伴う職員の
事務効率化、 ペーパーレス化による文書保存スペースの削減に繋
がる。

文書管理システムにおける電子決裁率 : 令和4年度に決定

ガイドライン
の整備

遂行

方針の作成

施 策 5 テ レ ワ ー ク の 活 用 、 バ ッ ク オ フ ィ ス の デ ジ タ ル 化

（ 電 子 決 裁 の 推 進 ）

文書管理システム
における電子決裁
率（%/年）

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

※ 令和5年度以降の数値目標については、令和4年度の検討結果を踏まえて再設定する

ー※ ー※ー※

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営
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セキュリティを確保したうえで、各種施策を実行するために、情報セ
キュリティポリシー* 1 9 の見直しを定期的に行うとともに、職員の情
報セキュリティ意識の向上を図るために研修や訓練、セキュリティ
監査を実施します。また、デジタル技術の進展に合わせ、継続的な
見直しを実施します。

「伊勢市情報セキュリティ基本方針」の適宜見直しを行い、セキュリ
ティ対策を充実させることで市民の不安払拭に取り組みます。

デジタル政策課

情報セキュリティポリシーの見直しや、研修、監査を通じて、伊勢市
が保有する情報資産* 2 0 の情報セキュリティリスクを低減します。

重大インシデント* 2 1 件数 ： 0件

0件 0件 0件 0件

監査

研修

ポリシー見直し

施 策 6 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 の 徹 底

重大インシデント
件数（件/年）

令和4年度スケジュール

実施評価指標
（KPI）

目標管理課

数値目標
（KGI）

内容

目的

令和5年度 令和6年度 令和7年度

令和5年度 令和6年度 令和7年度令和4年度

成果

施
策

成
果
・指
標

Ⅲ 高 い 利 便 性 と 信 頼 性 を 両 立 し た 信 頼 さ れ る 行 政 運 営
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付 録 ： 用 語 説 明 ( そ の ① )

* 1 D X

D i g i t a l t r a n s f o r m a t i o n （ デ ジ タ ル 技 術 に よ る 変 革 ） 。 デ ジ タ ル 技 術
を 活 用 し 、 業 務 、 組 織 、 企 業 文 化 等 を 変 革 し 、 様 々 な 課 題 を 解 決 す る と 同 時
に 新 し い 価 値 を 創 造 す る こ と 。

* 2 S N S

S o c i a l N e t w o r k i n g S e r v i c e の 略 称 。 利 用 者 同 士 が W e b 上 で 交
流 で き る 会 員 制 サ ー ビ ス の こ と 。

* ３ U I

U s e r I n t e r f a c e の 略 称 。 ウ ェ ブ サ イ ト や ア プ リ の 表 示 画 面 の 見 た 目 や
操 作 性 の こ と 。

* 4 デ ジ タ ル リ テ ラ シ ー

イ ン タ ー ネ ッ ト を 中 心 に デ ジ タ ル 情 報 や 通 信 に つ い て 、 さ ら に は そ れ ら を 活
用 す る パ ソ コ ン や ス マ ー ト フ ォ ン な ど の 機 器 や ア プ リ に つ い て 知 識 を 持 ち 、
利 用 す る 能 力 の こ と 。

* 5 オ ー プ ン デ ー タ

行 政 及 び 事 業 者 が 保 有 す る 官 民 デ ー タ の う ち 、 国 民 誰 も が イ ン タ ー ネ ッ ト 等
を 通 じ て 容 易 に 利 用 で き る デ ー タ 。 （ 二 次 利 用 可 能 な ル ー ル が 適 用 、 機 械 判
読 に 適 し た も の 、 無 償 で あ る も の ）

* 6 キ ャ ッ シ ュ レ ス

ク レ ジ ッ ト カ ー ド や 電 子 マ ネ ー 、 口 座 振 替 を 利 用 し て 、 現 金 を 使 わ ず に 支 払
い ・ 受 け 取 り を 行 う 決 済 方 法 。

* 7 シ テ ィ プ ロ モ ー シ ョ ン

自 治 体 が 人 口 減 少 に 立 ち 向 か う 一 つ の 方 法 と し て 、 「 地 域 資 源 の 認 知 度 ・ ブ
ラ ン ド 力 の 向 上 、 産 品 ・ サ ー ビ ス の 消 費 拡 大 な ど を 通 じ た 地 域 活 性 化 」 を 目 的
と し て 取 り 組 む 広 報 活 動 の こ と 。

* 8 A I

A r t i f i c i a l I n t e l l i g e n c e （ 人 工 知 能 ） 。 人 間 に し か で き な い よ う な 高
度 に 知 的 な 作 業 や 判 断 を 、 コ ン ピ ュ ー タ 等 人 工 的 な シ ス テ ム に よ り 行 え る よ
う に し た も の 。

* ９ R P A

R o b o t i c P r o c e s s A u t o m a t i o n （ ロ ボ ッ ト に よ る 業 務 の 自 動 化 ） 。
定 型 的 な パ ソ コ ン 操 作 を 自 動 化 で き る 技 術 の こ と 。

* 1 0 テ レ ワ ー ク

職 員 が 所 属 す る 組 織 の 所 在 場 所 か ら 離 れ た と こ ろ に お い て 、 通 信 ネ ッ ト ワ ー
ク 及 び I C T 機 器 を 活 用 し て 業 務 に 従 事 す る こ と 。

* 1 1 バ ッ ク オ フ ィ ス

直 接 顧 客 と 関 わ ら な い 、 主 に 事 務 業 務 、 管 理 業 務 の こ と 。

* 1 2 チ ャ ッ ト ボ ッ ト

チ ャ ッ ト と ロ ボ ッ ト を 繋 い だ 造 語 。 短 い 文 字 メ ッ セ ー ジ を リ ア ル タ イ ム に 交 換
す る チ ャ ッ ト シ ス テ ム 上 で 、 人 間 の 発 言 に 対 し て 適 し た 応 答 を 返 し 、 擬 似 的
に 会 話 す る こ と が で き る ソ フ ト ウ ェ ア の こ と 。

* 1 3 デ ジ タ ル デ バ イ ド

イ ン タ ー ネ ッ ト 等 の 情 報 通 信 技 術 を 利 用 で き る 者 と 利 用 で き な い 者 と の 間
に 生 じ る 格 差 の こ と 。

ソーシャル ネットワーキング サービス

ユーザー インタフェース

デジタル トランスフォーメーション

アーティフィシャル インテリジェンス

ロボティック プロセス オートメーション
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付 録 ： 用 語 説 明 ( そ の ② )

* 1 4 ア ク セ ス 数

機 器 や ソ フ ト ウ ェ ア 、 シ ス テ ム 、 情 報 な ど を 利 用 （ 操 作 、 取 得 、 閲 覧 、 読 み 書
き な ど ） し た 回 数 の こ と 。

* 1 ５ セ ッ シ ョ ン 数

ユ ー ザ ー が W e b サ イ ト に ア ク セ ス し た 回 数 の こ と 。

* 1 6 バ ッ ク ア ッ プ

機 器 の 故 障 な ど に 備 え て 用 意 さ れ た 代 替 設 備 や 予 備 品 、 デ ー タ の 複 製 な ど
の こ と 。

* 1 7 ク ラ ウ ド 化

管 理 し て い る デ ー タ な ど を 、 イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 じ て 外 部 事 業 者 の サ ー ビ ス
に 移 す こ と 。

* 1 8 B C P

B u s i n e s s C o n t i n u i t y P l a n （ 事 業 継 続 計 画 ) 。 企 業 や 官 公 庁 な ど
で 、 通 常 業 務 の 遂 行 が 困 難 に な る 事 態 が 発 生 し た 際 に 事 業 の 継 続 や 復 旧 を
速 や か に 遂 行 す る た め に 策 定 さ れ る 計 画 の こ と 。

* 1 9 セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー

企 業 や 官 公 庁 な ど の 組 織 が 取 り 扱 う 情 報 や コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム を 安 全 に
保 つ た め の 基 本 方 針 や 対 策 基 準 な ど を 定 め た も の 。

* 2 0 情 報 資 産

企 業 や 組 織 が 収 集 し た 「 ヒ ト ・ モ ノ ・ カ ネ 」 に 関 す る 情 報 全 て の こ と 。 情 報 は
紙 の 資 料 や U S B メ モ リ カ ー ド 、 C D - R O M 、 ボ イ ス レ コ ー ダ ー 、 デ ー タ ベ ー
ス 、 サ ー バ ー に 保 管 さ れ て い る も の な ど 多 岐 に わ た る 。 ま た 蓄 積 さ れ た 経
営 や 営 業 活 動 に 関 す る ノ ウ ハ ウ も 情 報 資 産 と 見 な さ れ る 。

* 2 1 イ ン シ デ ン ト

情 報 セ キ ュ リ テ ィ 分 野 で は コ ン ピ ュ ー タ や ネ ッ ト ワ ー ク の セ キ ュ リ テ ィ を 脅 か
す 事 象 を 意 味 す る 。 「 セ キ ュ リ テ ィ イ ン シ デ ン ト 」 と も 呼 ば れ る 。

ビジネス コンティニュイティ プラン


